浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付要綱

（目的）
第１条　市長は、中山間地域において、暮らしを維持するために必要な事業を実施しようとする者に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、浜松市補助金交付規則（昭和５５年浜松市規則第１７号。以下「規則」という。）及びこの交付要綱の定めるところによる。

（定義）

第２条　この要綱において「中山間地域」とは、浜松市中山間地域振興計画に基づいた地域で別表１に定める地域をいう。
（補助対象事業及び補助金）

第３条　この要綱における補助の対象となる事業は、別表２に掲げるものとする。補助金の額は、別表２に定める補助率及び限度額以内（全額に千円未満の端数があるときは、これを切捨てた金額。）とする。ただし、国・県の補助事業として採択される見込みのある事業は、補助対象外とする。

（補助対象者）

第４条 補助金の対象となる者は、以下の全ての要件を満たす者とする。

(1)最寄りの公的車道と自宅を結ぶ日用品等運搬用モノレール又は乗用モノレールを整備しようとする者。ただし、改正前の浜松市中山間地域等生活支援事業費補助金及び浜松市過疎地域生活支援事業費補助金の交付を受けて整備した者が、モノレールを更新する場合は、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）で定める制限期間を経過していること。

(2) 市税を完納している者であること。

(3) 規則第３条３項に該当しない者。

（交付の申請）

第５条  補助金の交付申請をしようとする者は、規則第４条の規定による交付申請書（第１号様式）に次の各号の書類を添付しなければならない。ただし、浜松市からの課税がない場合においては、第３号に掲げる書類の提出は要しない。
(1) 事業計画書（第２号様式）

(2) 収支予算書（第３号様式）

 (3) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（交付の決定及び条件）

第６条  市長は、補助金の交付の申請があったときはこれを審査し、申請が適当であると認めたときは補助金の交付を決定し、補助金交付決定通知書（第４号様式）により申請者に通知するものとする。なお、次の各号に掲げる事項を交付の条件として付するものとする。

　(1) 交付される補助金は、事業以外の目的に使用してはならない。

(2) 次の各号に掲げる事項に該当する場合には、変更承認申請書（第５号様式）に変更事業計画書（第２号様式）及び変更収支予算書（第３号様式）を添えて提出し、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

ア 事業の計画内容を変更しようとする場合

イ 事業が予定期間内に完了しない場合

ウ 事業を中止し、又は廃止しようとする場合

エ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場合

　(3) 事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。

(4) 市長は、交付した補助金について、事業完了後３年以内に転出又は転居した場合にあっては２分の１、３年を超え５年以内の場合にあっては３分の１の返還を求めることができる。

(5) 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合においては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付しなければならない。

　(6) 規則１７条第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助金の返還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第１８条の２の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付しなければならない。

(7) 補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しない場合、規則第１８条の３の規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。

(8) 補助金の収支に関する帳簿及び領収書等関係書類を、補助金の交付を受けた年度終了後１０年間保管しなければならない。

(9) その他浜松市補助金交付規則及び浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付要綱を遵守すること。

　（変更の承認）

第７条　市長は、前条第２号の規定により申請があった場合は、その内容を審査し、適当であると認めたときは、補助金変更交付決定通知書（第６号様式）によりする。

　（財産処分の制限）

第８条　この要綱による補助金の交付を受けた者は、補助金の全部に相当する金額を市に納付した場合を除き、補助事業により取得した財産を、市長の承認を受けないで、補助金等の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供してはならない。

　２　財産の処分を制限する期間は、補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数表に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）により定める期間とする。

（実績報告）

第９条  申請者は、事業が完了したときは規則第１３条の規定による実績報告書（第７号様式）に次の各号の書類を添付し、事業完了の日から起算して３０日を経過した日又は補助金の交付の決定あるいは変更承認のあった日の属する年度の末日のいずれか早い日までに、市長に報告しなければならない。

(1) 事業実績書（第２号様式）

(2) 収支決算書（第３号様式）

(3) 前号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類

（補助金の額の確定）

第１０条  市長は、前条の報告を受けた場合はその内容を審査し、適当であると認めたときは交付すべき補助金の額を確定し、規則第１４条の規定による補助金交付確定通知書（第８号様式）により申請者に通知するものとする。

（請求の手続き）

第１１条  申請者は、前条による補助金交付確定通知書を受領した後１０日以内に請求書（第９号様式）を市長に提出しなければならない。

　附　則

１　この要綱は、令和６年４月１日から施行し、令和６年度から令和８年度までの補助金
に適用する。

別表１（第２条関係）

	区
	区域

	浜名区
	引佐町伊平　引佐町川名　引佐町渋川　引佐町四方浄　引佐町田沢　引佐町兎荷　引佐町西久留女木　引佐町西黒田　引佐町東久留女木　引佐町東黒田　引佐町別所　引佐町的場

	天竜区
	全域


別表２（第３条関係）

	事業区分
	補助対象事業基準等
	補助率
	補助限度額

	モノレール整備事業
	[補助対象事業]

(1)日用品等運搬用モノレール又は乗用モノレールの新規整備

ただし、格納施設の整備については、対象外とする。
(2)整備済みの現有モノレールの老朽化等による日用品等運搬用モノレール若しくは乗用モノレール又はそれらの一部である運搬台車、乗用台車又はレール施設の更新整備

ただし、格納施設の整備、施設の解体又は修繕については、対象外とする。

[対象地域]

中山間地域

[採択基準]

(1)公的車道から自宅までの距離が２５ｍ以上かつ公的車道と自宅の高低差が５ｍ以上であることとする。

(2)日用品等運搬台車の荷台積載量は、２００kgまでとし、乗用台車を設置する場合は、２人用までとする。その装備は、日用品等の運搬に必要な最小限のものとする。
	１／２以内
	１事業につき１４０万円を限度とする


第１号様式（第５条関係）

浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付申請書
年　　月　　日

（あて先）浜松市長

住所（所在地）

申請者　　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（署名又は記名押印をしてください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　　）　　　－

　　年度において浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付要綱第５条の規定に基づき、次のとおり事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　補助対象事業名　モノレール整備事業

２　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　円

３　補助金算出方法

　　補助金対象事業費　　　　　　　　円　×　補助率　　　　％　＝　　　　　　　円

　　＊補助金交付申請額の千円未満は切り捨てとする。

４　市税の納付又は納入の状況の確認についての同意（同意する場合は下記に☑を記入）
　　□　浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付要綱第4条の規定により、市において、申請者の市税の納付又は納入状況について確認することに同意します。
　　
５　暴力団排除に関する誓約（誓約及び承諾する場合は下記に☑を記入）
□　浜松市中山間地域生活支援事業費補助金の交付申請にあたり、下記事項について誓約し、承諾します。
（１）次に掲げる者のいずれにも該当しません。
・暴力団（浜松市暴力団排除条例(平成２４年浜松市条例第８１号。以下「条例」という。)第２条第１号に規定する暴力団をいう。）
・暴力団員等（条例第２条第４号に規定する暴力団員等をいう。以下同じ。）
・暴力団員等と密接な関係を有する者
・（法人その他の団体の場合）上記３点に掲げる者のいずれかが役員等（無限責任社員、取締役、執行役若しくは監査役又はこれらに準じるべきもの、支配人及び清算人をいう。）となっている法人その他の団体
（２）浜松市が暴力団排除に必要な場合には、静岡県警察本部又は管轄警察署に照会することを承諾します。
６　添付種類

（１）事業計画書（第２号様式）

（２）収支予算書（第３号様式）

（３）見積書又は請負契約書の写し

（４）施工設計図

（５）位置図

（６）現況写真

（７）その他必要と認める資料

第２号様式（第５条・第６条・第８条関係）

事業計画書（変更事業計画書・事業実績書）

	補助対象事業名
	モノレール整備事業

	事業の内容
	

	事業実施箇所
	　　　　区　　　　町

	事業費及び補助金額
	事業費　　　　　　　　円　　　補助金額　　　　　　　円

	事業施工業者
	住　　所

電話番号

	
	商　　号

	事業実施期間
	着手（予定）年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

	
	完了（予定）年月日　　　　　　　　年　　　月　　　日

	家族構成
	氏　名
	年齢
	氏　名
	年齢

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	備考
	


第３号様式（第５条・第６条・第８条関係）

収支予算書（変更収支予算書・収支決算書）

１　収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	予算額

(変更予算額)

(決算額)
	（予算額）
	比較増減
	算出の基礎等

	市補助金
	
	
	
	

	自己資金
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


２　支出の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区分
	予算額

(変更予算額)

(決算額)
	（予算額）
	比較増減
	算出の基礎等

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


（注）変更収支予算書の場合は、変更前の金額を上段に括弧書きし、変更後の金額を下段に記入すること。

第４号様式（第６条関係）

第　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

浜松市長　

補助金交付決定通知書

年　　月　　日付けで申請のあった浜松市中山間地域生活支援事業費補助金については、次のとおり決定したので通知します。

記

１　補助対象事業名　モノレール整備事業
２　補助金（変更）交付決定額　　　　　　　　　　　　円

３　補助金算出方法

　　補助金対象事業費　　　　　　　　円　×　補助率　　　　％　＝　　　　　　　円

　　＊補助金（変更）交付決定額の千円未満は切り捨てとする。

４　交付の条件

(1) 交付される補助金は、事業以外の目的に使用してはならない。

(2) 次の各号に掲げる事項に該当する場合には、変更承認申請書（第５号様式）に変更事業計画書（第２号様式）及び変更収支予算書（第３号様式）を添えて提出し、あらかじめ市長の承認を受けなければならない。

ア 事業の計画内容を変更しようとする場合

イ 事業が予定期間内に完了しない場合

ウ 事業を中止し、又は廃止しようとする場合

エ 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める場合

　(3) 事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに市長に報告してその指示を受けなければならない。

(4) 市長は、交付した補助金について、事業完了後３年以内に転居した場合にあっては２分の１、３年を超え５年以内の場合にあっては３分の１の返還を求めることができる。

(5) 補助事業の完了により当該補助事業者に相当の収益が生じると認められる場合においては、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交付した補助金の全部又は一部に相当する金額を市に納付しなければならない。

　(6) 規則１７条第１項の規定により補助金の交付の決定の取消しを受け、補助金の返還の請求を受けたとき又は当該返還の期限までに納付しなかったときは、規則第１８条の２の規定に基づき、加算金又は遅延損害金を市に納付しなければならない。

(7) 補助金の返還の請求を受け、当該補助金、加算金又は遅延損害金の全部又は一部を納付しない場合、規則第１８条の３の規定に基づき、他の交付すべき補助金についてその交付を一時停止し、又は未納額との相殺をする場合がある。

(8) 補助金の収支に関する帳簿及び領収書等関係書類を、補助金の交付を受けた年度終了後１０年間保管しなければならない。

(9) その他浜松市補助金交付規則及び浜松市中山間地域生活支援事業費補助金交付要綱を遵守すること。

第５号様式（第６条関係）

変更承認申請書

年　　月　　日

（あて先）浜松市長

住所（所在地）

申請者　　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（署名又は記名押印をしてください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　　）　　　－

年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金交付の決定を受けた浜松市中山間地域生活支援事業の計画を次のとおり変更したいので、承認されるよう関係書類を添えて申請します。

記

１　計画変更の理由

２　変更の内容

	変更の内容
	変更前
	変更後
	備考

	
	
	
	


４　添付種類

（１）変更事業計画書（第２号様式）

（２）変更収支予算書（第３号様式）

（３）その他必要と認める資料

第６号様式（第７条関係）

第　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

浜松市長

補助金変更交付決定通知書

年　　月　　日付けで申請のあった浜松市中山間地域生活支援事業費補助金の変更については、次のとおり決定したので通知します。

記

１　補助金交付申請内容の変更

	変更の内容
	変更前
	変更後
	備考

	
	
	
	


第７号様式（第９条関係）

実績報告書
年　　月　　日

（あて先）浜松市長

住所（所在地）

申請者　　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　（署名又は記名押印をしてください。）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　　）　　　－

年　　月　　日付け　　　第　　　号により補助金交付の決定を受けた浜松市中山間地域生活支援事業が完了したので、関係書類を添えて報告します。

１　添付種類

（１）事業実績書（第２号様式）

（２）収支決算書（第３号様式）

（３）住民票の写し

（４）領収書の写し

（５）請負契約書の写し（申請時未提出の場合）

（６）その他必要と認める資料

第８号様式（第１０条関係）

第　　号

　　年　　月　　日

　　　　　　　　　　　　様

浜松市長　

補助金交付確定通知書

年　　月　　日付け　　第　　号により決定した浜松市中山間地域生活支援事業費補助金については、次のとおり確定したので通知します。

記

１　補助対象事業名　　モノレール整備事業

２　補助金交付確定額　　　　　　　　　　　　円

第９号様式（第１１条関係）

請　求　書

金　　　　　　　　　　円

　ただし、　　　年　　　月　　　日付け　　　第　　　号により補助金交付の確定を受けた浜松市中山間地域生活支援事業費補助金として、上記のとおり請求します。

　　年　　　月　　　日

（あて先）浜松市長

住所（所在地）

申請者　　氏名（名称及び代表者氏名）　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　電話番号（　　　　）　　　－

振込先金融機関名

口座種別
口座番号
口座名義
